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社会福祉法人秦野市社会福祉協議会役員等の報酬等に関する規程 

平成１２年３月２９日 

秦 社 協 規 程 第 ３ 号 

 改正 平成１７年３月２８日 

    平成２９年４月１日 

    

 (目的) 

第１条 この規程は、社会福祉法人秦野市社会福祉協議会（以下｢本会｣という。）

定款第１０条に規定する評議員の報酬等、及び定款第２５条に規定する理事

及び監事の報酬等について、必要な事項を定める。 

 （報酬の額） 

第２条 評議員の報酬は、評議員会に出席した日１日につき７，８００円とす

る。ただし、秦野市の行政機関等の職員から選任された評議員は除く。 

２ 理事のうち会長の報酬は、月額８万円以内の範囲で支給できるものとする。 

３ 理事のうち常務理事の報酬は、必要に応じ予算の範囲内で会長がその都度

定める。 

４ その他の理事の報酬は、理事会等に出席した日１日につき、７，８００円

とする。ただし、秦野市の行政機関等の職員から選任された理事は除く。 

５ 監事の報酬は、会議等に出席した日１日につき、７，８００円とする。 

第３条 前条第３項の常務理事には、通勤手当及び期末手当を支給することが

できる。 

 （費用弁償） 

第４条 第２条第１項、第４項及び第５項に規定する理事等が会議に出席した

ときは、社会福祉法人秦野市社会福祉協議会の役員等の費用弁償に関する規

程（昭和６１年秦社協規程第１号）に基づき、旅費を支給する。 

 （報酬等の支給方法） 

第５条 第２条から第４条に定める報酬等の計算及び支給方法は、本会事務局

職員の例による。 

 （社会保険等の適用） 

第６条 常務理事には、次の法律に基づく処置をとるものとする。 

 (1) 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号） 

 (2) 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

 (3) 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号） 
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 (4) 労働者災害補償保険法（（昭和２２年法律第５０号） 

 （委任） 

第７条 この規程の実施に関し必要な事項は、会長が理事会の決議を経て、別

に定める。 

 

 附 則 

 この規程は、平成１２年３月２９日から施行し、平成１１年４月１日から適

用する。 

   附 則 

 この規程は、平成１７年３月２８日から施行し、平成１６年１２月 5 日から

適用する。 

   附 則 

 この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 

 


